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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第１四半期累計期間

第69期

第１四半期累計期間
第68期

会計期間
自 2018年４月１日

至 2018年６月30日

自 2019年４月１日

至 2019年６月30日

自 2018年４月１日

至 2019年３月31日

売上高 (千円) 1,352,316 1,723,574 6,055,019

経常利益又は経常損失（△） (千円) △46,263 △17,708 204,340

当期純利益又は

四半期純損失（△）
(千円) △38,501 △22,529 111,801

持分法を適用した

場合の投資利益
(千円) － － －

資本金 (千円) 508,000 508,000 508,000

発行済株式総数 (千株) 2,378 2,378 2,378

純資産額 (千円) 3,312,640 3,371,178 3,452,564

総資産額 (千円) 9,036,773 8,670,425 8,814,062

１株当たり当期

純利益金額又は

１株当たり四半期

純損失金額（△）

(円) △16.37 △9.58 47.53

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 25.0

自己資本比率 (％) 36.7 38.9 39.2

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していない。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間における、事業の内容に重要な変更はない。また、関係会社の異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものである。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、輸出や生産に弱さがみられるものの、雇用・所得環境の改善が

進み、各種政策の効果もあって、景気は緩やかな回復基調で推移した。しかしながら、世界経済の動向や金融・

財政政策に関する不確実性の高まりにより、先行き不透明な状況が続いている。

　当社の主な関連業界である建設及び住宅業界においては、首都圏を中心とした再開発工事及び東京オリンピッ

ク・パラリンピック関連工事など受注環境は堅調に推移した。その一方で工事従事者不足や資材価格高騰の影響

による工事工程遅れなど仮設業界では厳しい環境が続いた。

　このような状況の中、当社は仮設関連の需要に応えるべく保有機材の拡充や生産体制の強化に努め、住宅鉄骨

部門の製造も順調に推移した結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高1,723百万円（前年同四半期比27.5％

増）と増収となった。損益面においては、営業損失14百万円（前年同四半期は営業損失45百万円）、経常損失17

百万円（前年同四半期は経常損失46百万円）、四半期純損失22百万円（前年同四半期は四半期純損失38百万円）

となった。
　

セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

（仮設機材販売）

社会インフラ整備等による建設需要は持続しているが、主力製品の売上が伸び悩み、新商品の開発遅れ等に

より需要を取り込めなかったことで売上高は407百万円（前年同四半期期比0.5％減）と減収となった。セグメ

ント損失は15百万円（前年同四半期はセグメント損失32百万円）となった。

（仮設機材賃貸）

枠組足場からくさび式足場の需要変化や材工一式現場の増加がレンタル需要に影響し、軽仮設機材は低稼働

で推移したものの、売上高は584百万円（前年同四半期比3.0％増）となった。利益面では、セグメント損失は5

百万円（前年同四半期はセグメント損失20百万円）となった。

（住宅鉄骨事業）

住宅用鉄骨部材の製造受託は順調に製造高が増加しており、売上高は731百万円（前年同四半期比95.0%増）

の増収となった。利益面では、セグメント利益10百万円（前年同四半期比6.6%増）となった。
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② 財政状態

（資産）

当第１四半期末の総資産は8,670百万円となり、前事業年度末に比べ143百万円減少した。流動資産が3,711百

万円（前事業年度末比150百万円減）、固定資産は4,958百万円（前事業年度末比７百万円増）となった。総資

産の主な減少要因は、現金及び預金が124百万円減少したことなどによるものである。

（負債）

負債合計は5,299百万円となり、前事業年度末に比べ62百万円減少した。流動負債が3,778百万円（前事業年

度末比69百万円増）、固定負債が1,521百万円（前事業年度末比131百万円減）となった。負債の主な減少要因

は長期借入金が125百万円減少したことなどによるものである。

（純資産）

純資産合計は利益剰余金が81百万円減少したことなどにより3,371百万円（前事業年度末比81百万円減）とな

った。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はな

い。

(3) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における当社の研究開発活動に係る費用の総額は19百万円である。なお、当第１四半期累

計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,378,740 2,378,740
東京証券取引所
（市場第２部）

単元株式数は100株である。

計 2,378,740 2,378,740 － －

(注) 発行済株式のうち、663,750株は、現物出資(借入金531百万円の株式化)により発行されたものである。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年４月１日～
2019年６月30日

－ 2,378,740 － 508,000 － 758,543

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2019年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

2019年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 26,600 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,334,500 23,345 －

単元未満株式 普通株式 17,640 － －

発行済株式総数 2,378,740 － －

総株主の議決権 － 23,345 －

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、100株(議決権の数１個)含ま

れている。

② 【自己株式等】

2019年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中央ビルト工業株式会社
東京都中央区日本橋
富沢町11番12号

26,600 － 26,600 1.1

計 － 26,600 － 26,600 1.1

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2019年４月１日から2019年６月

30日まで)及び第１四半期累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、ＵＨＹ

東京監査法人による四半期レビューを受けている。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成していない。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2019年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2019年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,016,959 892,705

受取手形 ※１，２，３ 362,905 ※１，２，３ 297,578

売掛金 1,048,296 1,164,169

製品 817,480 780,433

仕掛品 186,936 177,797

原材料及び貯蔵品 329,519 375,465

未収入金 81,673 4,804

その他 20,525 20,349

貸倒引当金 △1,805 △1,745

流動資産合計 3,862,491 3,711,559

固定資産

有形固定資産

建物 2,082,152 2,083,732

減価償却累計額 △1,695,484 △1,703,889

建物（純額） 386,668 379,843

構築物 793,319 793,319

減価償却累計額 △596,924 △602,829

構築物（純額） 196,394 190,489

機械及び装置 1,871,000 1,578,883

減価償却累計額 △1,722,672 △1,438,651

機械及び装置（純額） 148,327 140,231

貸与資産 7,730,699 7,781,250

減価償却累計額 △7,123,260 △7,141,284

貸与資産（純額） 607,439 639,966

車両運搬具 61,868 61,868

減価償却累計額 △51,922 △53,165

車両運搬具（純額） 9,945 8,702

工具、器具及び備品 240,996 240,716

減価償却累計額 △219,948 △219,211

工具、器具及び備品（純額） 21,048 21,505

土地 3,177,361 3,177,361

リース資産 184,358 184,358

減価償却累計額 △128,044 △132,716

リース資産（純額） 56,313 51,641

有形固定資産合計 4,603,500 4,609,742

無形固定資産 9,881 9,103
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(単位：千円)

前事業年度
(2019年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2019年６月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 200 200

繰延税金資産 66,709 64,883

その他 274,880 278,536

貸倒引当金 △3,600 △3,600

投資その他の資産合計 338,189 340,019

固定資産合計 4,951,570 4,958,865

資産合計 8,814,062 8,670,425

負債の部

流動負債

支払手形 ※１ 663,287 ※１ 741,996

買掛金 486,400 555,258

短期借入金 1,650,000 1,650,000

1年内返済予定の長期借入金 500,912 500,912

未払法人税等 57,820 7,181

役員賞与引当金 26,480 6,680

その他 323,754 316,207

流動負債合計 3,708,654 3,778,236

固定負債

長期借入金 1,360,380 1,235,152

退職給付引当金 138,660 135,510

長期未払金 85,027 85,027

その他 68,775 65,319

固定負債合計 1,652,843 1,521,010

負債合計 5,361,498 5,299,247

純資産の部

株主資本

資本金 508,000 508,000

資本剰余金 758,543 758,543

利益剰余金 2,213,329 2,131,998

自己株式 △27,309 △27,364

株主資本合計 3,452,564 3,371,178

純資産合計 3,452,564 3,371,178

負債純資産合計 8,814,062 8,670,425
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 1,352,316 1,723,574

売上原価 1,161,221 1,497,557

売上総利益 191,095 226,017

販売費及び一般管理費 236,732 240,533

営業損失（△） △45,637 △14,516

営業外収益

受取利息及び配当金 1,225 7

受取地代家賃 1,164 1,164

雑収入 1,976 247

営業外収益合計 4,365 1,418

営業外費用

支払利息 4,231 3,517

雑支出 760 1,093

営業外費用合計 4,992 4,611

経常損失（△） △46,263 △17,708

税引前四半期純損失（△） △46,263 △17,708

法人税、住民税及び事業税 2,968 2,994

法人税等調整額 △10,730 1,826

法人税等合計 △7,761 4,820

四半期純損失（△） △38,501 △22,529
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１ 期末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、当第１

四半期会計期間末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計期間

末残高に含まれている。

　 　 前事業年度
(2019年３月31日)

　 当第１四半期会計期間

(2019年６月30日)

受取手形 25,812千円 1,993千円

支払手形 109,565 113,489

※２ 手形債権流動化による受取手形の譲渡高及び支払留保額

　 　 前事業年度
(2019年３月31日)

　 当第１四半期会計期間

(2019年６月30日)

受取手形の譲渡高 287,436千円 252,361千円

※３ 受取手形割引高

　 　 前事業年度
(2019年３月31日)

　 当第１四半期会計期間

(2019年６月30日)

受取手形割引高 307,102千円 223,988千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりである。

　 　 前第１四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

　 当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

減価償却費 131,635千円 101,863千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式 47,053 20.0 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。

当第１四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日
定時株主総会

普通株式 58,801 25.0 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

仮設機材販売 仮設機材賃貸 住宅鉄骨事業

売上高

　外部顧客への売上高 409,593 567,570 375,151 1,352,316

計 409,593 567,570 375,151 1,352,316

　セグメント利益又は損失(△) △32,084 △20,846 10,179 △42,752

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △42,752

　全社費用 (注) △2,885

　四半期損益計算書の営業損失（△） △45,637

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

仮設機材販売 仮設機材賃貸 住宅鉄骨事業

売上高

　外部顧客への売上高 407,557 584,356 731,660 1,723,574

計 407,557 584,356 731,660 1,723,574

　セグメント利益又は損失(△) △15,696 △5,488 10,855 △10,329

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △10,329

　全社費用 (注) △4,187

　四半期損益計算書の営業損失（△） △14,516

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第１四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

　１株当たり四半期純損失金額（△） △16円37銭 △9円58銭

　(算定上の基礎)

　四半期純損失金額（△）（千円） △38,501 △22,529

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円) △38,501 △22,529

　普通株式の期中平均株式数(千株) 2,352 2,352

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年８月９日

中央ビルト工業株式会社

　取締役会 御中

ＵＨＹ東京監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鹿 目 達 也 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 片 岡 嘉 徳 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央ビルト工業

株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの第69期事業年度の第１四半期会計期間(2019年４月１日から2019年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中央ビルト工業株式会社の2019年６月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年８月９日

【会社名】 中央ビルト工業株式会社

【英訳名】 CHUO BUILD INDUSTRY CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長 西本 安秀

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋富沢町11番12号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

中央ビルト工業株式会社 関西支店

（大阪府大阪市中央区瓦町２丁目２番７号）

中央ビルト工業株式会社 中部支店

（愛知県名古屋市中区新栄２丁目１番９号）

中央ビルト工業株式会社 九州支店

（福岡県糟屋郡須恵町大字上須恵1515番地５）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役会長兼社長西本安秀は、当社の第69期第１四半期（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認した。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項ない。
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